
■「第 3次多治見市人権施策推進指針」策定に向けた市民意識調査結果 
 

意識調査概要 

（１）調査期間 

 令和５年８月２５日～９月２５日 

（２）調査方法 

 ・多治見市在住の１８歳以上の男女2,000人に送付（住民基本台帳から無作為抽出） 

   ➡郵送配布、郵送回収及びＷｅｂ回収 

 ・広報・チラシ（回答フォームへのQRコード付）の読者 

   ➡Ｗｅｂ回収 

（３）回収結果 

  885件（郵送回収657件、Ｗｅｂ回収228件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10歳代

0.5%

20歳代

9.8%

30歳代

12.4%

40歳代

14.5%

50歳代

18.2%

60歳代

20.2%

70歳代以上

24.1%

無回答

0.3%

年 齢

男性

44.9%女性

53.6%

その他

0.0%

回答しない

0.8%
無回答

0.8%

性 別

【資料３】 

 



①人権問題への関心度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.0%

34.1%

28.7%

61.1%

27.7%

27.5%

57.1%

53.1%

29.4%

39.0%

31.1%

18.9%

24.7%

67.7%

65.4%

67.1%

64.7%

67.9%

64.1%

58.3%

45.3%

68.4%

57.3%

72.5%

61.2%

50.3%

56.4%

52.9%

38.9%

42.8%

77.2%

73.3%

76.8%

73.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場での人権問題

北朝鮮拉致被害者の人権問題

人身取引

ホームレスの人権問題

災害時に起因する人権問題

性自認を理由とする人権問題

性的指向を理由とする人権問題

性的指向・性自認を理由とする人権問題

インターネットによる人権侵害

犯罪被害者と家族の人権問題

出所した人と家族の人権問題

感染症患者等の人権問題

外国人の人権問題

アイヌの人々の人権問題

部落差別

障がい者の人権問題

高齢者の人権問題

子どもの人権問題

女性の人権問題

R5 H30

※前回まで２つに分けてい

た選択肢を統合 

・ 「かなりある」「どちらかといえばある」の割合を足しています。 

・ 障がい者の人権問題が最も高く 77.2%となっています。 

・ 前回調査時（平成30年）と比べ全体的に関心度が高くなっています。 

 

※新規 



②性的指向・性自認を理由とする人権について特に問題があること（岐阜県との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「社会的理解度が低いため、世間から好奇又は偏見の目で見られること」が43.3％で最も高い 

・ 多治見市は〇を２つまで、岐阜県は〇を3つまでになっているので、割合には大きく差がありますが、

各項目の比率は岐阜県調査と変わりが少ないです。 

43.3%

6.8%

9.5%

15.3%

20.6%

11.6%

5.5%

1.8%

7.8%

6.9%

3.6%

3.5%

20.5%

0.7%

1.6%

55.2%

13.7%

16.9%

33.5%

21.2%

16.0%

11.9%

3.8%

13.4%

7.2%

5.4%

3.0%

20.3%

1.0%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

社会的理解度が低いため、世間から好奇又は偏見の目で

見られること

就職や仕事の内容、待遇などで、不利な条件におかれて

いること

地域社会・職場・家庭・学校などで孤立、排除されるこ

と

嫌がらせを受けたり、蔑称で呼ばれるなど冷やかしの対

象となること

法律が整備されていないこと

同性のパートナーとの関係が認められていないこと

トイレ、服装、言葉づかいなど自らが認識する性とは異

なる性のふるまいを強要されること

提出書類に性別の記入を求められること

カミングアウトした後の周囲の態度の変化、又は周囲へ

のカミングアウトの強要があること

アウティングの被害にあうこと

セクシュアル・ハラスメントがあること

特に問題があると思うことはない

わからない

その他

無回答

多治見市 岐阜県



③インターネットによる人権侵害で特に問題があること（岐阜県との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58.8%

15.3%

6.8%

29.2%

39.0%

2.0%

12.7%

1.1%

9.4%

0.8%

1.2%

62.0%

34.3%

3.6%

24.7%

14.3%

2.5%

14.3%

0.7%

7.3%

0.4%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現な

どを掲載すること

出会い系サイトなどが犯罪を誘発する場となって

いること

ネットポルノなど有害なホームページが存在する

こと

個人情報などが流出していること又は個人を特定

しようとする動きがあること

事実確認が行われぬまま、不正確な情報を拡散す

ること

リベンジポルノの被害にあうこと

過去の犯罪歴や悪ふざけの記録が、将来にわたっ

てインターネット上に掲載され続けること

特に問題だと思うことはない

わからない

その他

無回答

多治見市 岐阜県

・ 「他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現などを掲載すること」が58.8％で最も高い 

・ 岐阜県との比較で「事実確認が行われぬまま、不正確な情報を拡散すること」に、大きく差があります。 



④災害時の人権問題について特に問題があること（岐阜県との比較） 

 

 

 

 

 

 

57.5%

47.6%

45.9%

22.8%

25.2%

35.1%

0.9%

4.7%

0.8%

1.6%

64.2%

44.7%

49.5%

24.7%

27.2%

35.0%

1.1%

8.0%

1.1%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

避難生活でプライバシーが守られないこと

避難生活の長期化によるストレス又はそれに伴

う嫌がらせやいさかいが生じること

要支援者に対して十分な配慮が行き届かないこ

と

女性や子育て家庭への十分な配慮が行き届かな

いこと

デマ・風評など差別的な言動が起きること

支援や被災状況などの必要な情報が行き届かな

いこと

特に問題があると思うことはない

わからない

その他

無回答

多治見市 岐阜県

・ 「避難生活でプライバシーが守られないこと」が57.5%で最も高い。 



⑤感染症患者等の人権について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「感染症等についての理解や認識が十分でないこと」が 43.5%で最も高い。 

・ 「医療機関やその従事者、家族がうわさをされたり、誹謗中傷を受けたりすること」は 17.1％となって

います。 

14.4%

34.4%

43.5%

7.5%

5.9%

17.1%

4.5%

3.6%

19.3%

0.2%

1.5%

13.4%

34.9%

45.3%

16.3%

8.8%

3.8%

21.9%

0.5%

4.1%

12.2%

39.3%

47.6%

20.4%

8.1%

2.4%

19.1%

0.3%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

差別的な言動

感染症患者等であるというだけで世間から好奇ま

たは偏見の目で見られること

エイズ患者、ＨＩＶ感染者、ハンセン病患者等に

ついての理解や認識が十分でないこと

社会復帰が困難であることや就職や職場などにお

いて不利な扱いを受けること

病院での治療や入院を断られること

【新規】医療機関やその従事者、家族がうわさを

されたり、誹謗中傷を受けたりすること

【新規】医療機関やその従事者、家族が出勤、登

校等を拒否されること

特に問題だと思うことはない

わからない

その他

無回答

R5(n=885) H30(n=853) H25(n=981)



⑥女性の人権問題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「家事・育児や介護などを男女が共同して担うことができる社会の仕組みが十分整備されていないこ

と」が３６．９%で最も高い。 

・ 「男は仕事、女は家庭」など性別による固定的な役割分担意識があること は３４．９％と、過去より大

幅に増えております。 

34.9%

29.4%

6.7%

36.9%

2.7%

9.8%

13.3%

6.7%

13.2%

5.3%

8.5%

1.5%

2.8%

24.7%

26.6%

8.8%

35.6%

3.4%

8.1%

11.8%

6.7%

12.2%

6.6%

10.1%

1.5%

6.0%

23.3%

29.9%

6.1%

42.6%

5.5%

10.6%

10.6%

7.0%

6.7%

8.7%

1.7%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

「男は仕事、女は家庭」など性別による固定的な役

割分担意識があること

職場において、採用や昇進・昇格などで男女の待遇

に差があること

地域社会において、慣習やしきたりに女性の参加制

限があること

家事・育児や介護などを男女が共同して担うことが

できる社会の仕組みが十分整備されていないこと

商品の広告などで、伝えたい内容に関係なく女性の

水着姿などをむやみに使用していること

政策や方針を決定する過程に女性が十分参画をして

いない、または参画できないこと

【※１】職場においてセクシュアル・ハラスメント

やマタニティ・ハラスメントを受けること

【※２】家庭内や恋愛関係においてドメスティッ

ク・バイオレンスを受けること

強制性交、強制わいせつなどの性犯罪や売春・買春

があること

特に問題があると思うことはない

わからない

その他

無回答

R5(n=885) H30(n=853) H25(n=981)

【※1】・【※2】 H25までは「セ

クシュアル・ハラスメントや、夫ま

たはパートナーからの暴力を受ける

こと」という選択肢で回答を得てい

たが、H30 から２つの選択肢に分け

た。



⑦人権問題について理解を深め、人権意識を高めるために行ったほうが良いと

思う取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「学校での教育」が４０．６％で最も高い。 

・ 「企業や職場の取組み」「学校での教育」が大きく伸びています。 

36.6%

19.0%

25.4%

3.5%

13.3%

40.6%

17.1%

0.9%

2.4%

9.3%

0.1%

4.1%

38.0%

18.6%

19.6%

4.0%

11.1%

34.8%

19.6%

0.5%

3.0%

10.8%

1.2%

4.3%

31.7%

18.2%

13.6%

4.1%

19.6%

35.5%

22.0%

0.4%

2.9%

8.7%

0.5%

8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

行政が啓発活動

地域での取組み

企業や職場の取組み

民間活動団体での取組み

家庭での教育

学校での教育

人権侵害を受けた人への相談や支援

特に取組む必要はない

個人の意識の問題なので介入する必要は

ない

わからない

その他

無回答

R5(n=885) H30(n=853) H25(n=981)



⑧人権侵害を受けた場合の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「家族に相談する」が 46.4％で最も高い 

・ 公的機関への相談が少なくなっており、相談窓口の周知も必要。 

33.0%

26.0%

46.4%

30.3%

7.1%

4.6%

10.1%

6.6%

16.7%

16.2%

2.1%

4.9%

34.5%

23.7%

38.7%

29.2%

6.1%

6.6%

12.3%

8.2%

16.2%

17.2%

2.0%

4.5%

26.4%

24.5%

43.7%

32.4%

5.2%

4.5%

10.4%

9.6%

16.6%

14.5%

2.4%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

黙って我慢をする

相手に抗議をする

家族に相談をする

友人に相談をする

所属する団体やサークルに相談をする

民生委員・児童委員等に相談をする

弁護士に相談をする

法務局や人権擁護委員に相談をする

県や市など公的機関に相談をする

警察に相談をする

その他

無回答

R5(n=885) H30(n=853) H25(n=981)



⑨人権侵害に対する相談や救済について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「人権侵害された際の適切な相談機関・窓口を広く周知する」が 48.9％で最も高い 

・ 「人権啓発活動の中で、人権侵害されたときの対処方法を学ぶ機会を増やす」が伸びている 

28.5%

48.9%

11.5%

31.2%

27.1%

1.6%

9.2%

0.9%

3.8%

27.7%

41.5%

11.0%

38.5%

20.6%

3.0%

10.1%

0.7%

4.8%

25.8%

46.0%

11.1%

37.7%

21.1%

1.2%

9.6%

0.4%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

相談員の資質向上や相談時間の拡大など、現在

ある制度を充実する

人権侵害された際の適切な相談機関・窓口を広

く周知する

人権を侵害した者に対する啓発活動を充実する

人権を擁護するための法制度を整備し、実効性

のある救済を行う

人権啓発活動の中で、人権が侵害されたときの

対処の方法を学ぶ機会を増やす

特に必要だと思うことはない

わからない

その他

無回答

R5(n=885) H30(n=853) H25(n=981)



⑩市民一人ひとりが、人権を尊重しあうために心がけたり行動したりすべきこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58.5%

48.2%

46.6%

20.3%

13.4%

18.4%

0.8%

6.8%

0.8%

3.6%

66.4%

51.7%

54.7%

20.2%

11.4%

15.6%

2.0%

4.8%

0.6%

3.0%

58.7%

47.9%

52.6%

22.0%

13.3%

14.7%

0.5%

5.1%

0.3%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

人権に対する正しい知識を身に付けること

因習や誤った固定観念にとらわれないこと

自分の権利ばかりでなく他人の権利を尊重

すること

自分の生活している地域の人々を大切にす

ること

家庭内での家族の権利を大事にすること

職場で、人権を尊重する意識を高め合うこ

と

特にすべきことはない

わからない

その他

無回答

R5(n=885) H30(n=853) H25(n=981)

・ 「人権に対する正しい知識を身に付けること」が 58.5％で最も高い 

・ 「職場で、人権を尊重する意識を高め合うこと」が上昇していいます。 



⑪パートナーシップ宣誓制度の認知度と導入について 

 

 

 

 

「パートナーシップ（宣誓）制度」を知っていますか【全体・男女別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多治見市のパートナーシップ（宣誓）制度を導入にすることついて【全体・男女別】 

 

 

 

 

 

 

55.7%

55.2%

56.1%

71.4%

41.5%

41.1%

42.2%

28.6%

2.8%

3.8%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=885)

男性(n=397)

女性(n=474)

回答しない(n=7)

知っている 知らない 無回答

・ 制度の認知度は半数を超えています。 

・ 制度の導入について「導入したほうが良い」「どちらかといえば導入したほうが良い」を合わせて、

68.7％となる。 

38.8%

35.8%

42.0%

14.3%

29.9%

29.2%

30.4%

42.9%

4.6%

5.8%

3.8%

4.4％

6.5％

2.7％

20.6%

20.7%

19.8%

42.9%

1.7％

2.0％

1.3％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=885)

男性(n=397)

女性(n=474)

回答しない

(n=7)

導入したほうがいいと思う
どちらかといえば導入したほうがいいと思う
どちらかといえば導入しないほうがいいと思う
導入しないほうがいいと思う
わからない
無回答


